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 は じ め に   
ＬＰガスは、全国総世帯の約４割で使用される、国民生活を支える重要なエネルギ

ー源です。平成３０年策定の第５次エネルギー基本計画の中で、「平時の国民生活、

産業活動を支えるとともに、緊急時にも貢献できる分散型のクリーンなガス体のエネ

ルギー源」とあるように、平時は、消費者と販売事業者の双方にとって“顔の見える”

エネルギーとして生活を支え、災害時には分散型エネルギーの利点を活かした“最

後の砦“として重要な役を担っています。 

ＬＰガスが数あるエネルギーの中から消費者に選ばれるためには、適正な料金で

安全に使用できることが重要です。県では自主保安意識の向上のため、立入検査や

保安セミナーを通じて、料金体系の公表、ガスメーターや調整器の期限管理の徹底、

安全機器の設置促進等について周知を図ってきました。料金適正化については立

入検査で指摘することも多く、料金の透明化・明確化をさらに推し進める必要がありま

す。また、ＬＰガスを安全に使用するためには、販売事業者による自主保安の確実な

実施が必要であり、これにより災害時の被害を最少にし、緊急時対応を迅速に行うこ

とができます。実際に台風や地震等の災害においては、迅速な復旧や避難所での

炊き出し支援等に貢献しており、ＬＰガスが災害に強いと実証されています。 

一方、本県では、災害時に避難所へＬＰガスを優先的に供給するための防災協定

を締結している市町村の割合が約５０％であり、全国最下位の水準です。災害時のＬ

Ｐガス供給体制の確保には販売事業者の協力が必要であり、日頃から関係機関と情

報を共有し、防災意識を高く持つことが重要です。 

ＬＰガスの販売業務を日々行う中で、法令遵守は勿論のこと、消費者が安全・安心

に利用できるよう、本マニュアルを十分に活用していただきますようお願い申し上げま

す。 

 

 

奈良県総務部知事公室消防救急課長  
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    第 1 章  液化石油ガス法の概要      

１．液化石油ガス法の目的（法第１条） 

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（以下「液化石油ガス法」

という。）は、一般消費者等に対するＬＰガスの販売、ＬＰガス器具等の製造及び販売等

を規制することにより、ＬＰガスによる災害を防止するとともにＬＰガスの取引を適正にし、

公共の福祉を増進することを目的としています。 

    

 

  
 

法令遵守は最低限の基準であり、災害（事故）防止のためには販売事業者による自主

保安が重要です。 

 

２．液化石油ガス法の適用範囲 

液化石油ガス法は、一般消費者等に対するＬＰガスの販売、ＬＰガス器具等の製造及

び販売等について適用されます。 

 一般消費者等とは  

・ ＬＰガスを燃料として生活の用に供する一般消費者 

・ ＬＰガスの消費の態様が、一般消費者が燃料として生活の用に供する場合に類似している者 

 生活用の燃料生活用の燃料生活用の燃料生活用の燃料＊調理＊風呂＊洗面＊冷暖房
生活の用に類似しているもの生活の用に類似しているもの生活の用に類似しているもの生活の用に類似しているもの＊業務用の料理飲食の調理用＊業務用（ホール等）の暖冷房用※船舶、鉄道車両、航空機内のものは除く＊サービス業（クリーニング等）の蒸気、温水発生用

 

【直接目的】 

・ＬＰガスの災害の防止 

・ＬＰガスの取引の適正化 

【最終目的】 

公共の福祉の増進 

一般消費者等が使用する一般消費者等が使用する一般消費者等が使用する一般消費者等が使用する LPLPLPLP ガスガスガスガス    

【手段（規制）】 

・ＬＰガスの販売 

・ＬＰガス器具等の製造、販売等を規制 
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３．液化石油ガス法と高圧ガス保安法 

（１）（１）（１）（１）液化石油ガス法と高圧ガス保安法の適用範囲液化石油ガス法と高圧ガス保安法の適用範囲液化石油ガス法と高圧ガス保安法の適用範囲液化石油ガス法と高圧ガス保安法の適用範囲    

一般消費者等以外へのＬＰガスの販売は高圧ガス保安法が適用されます。 

 高圧ガス保安法が適用されるもの  
＊学校等での授業用  ＊窯業・陶芸用（趣味のものを含む） 

＊農業用（茶葉・たばこの乾燥用）     

＊水産業（干物、乾物等） 

＊酪農用（家畜の暖房用等）   

＊かがり火  ＊熱気球  ＊ボイラー点火用   

＊野焼き（雑草の焼却）  ＊土の殺菌・改良等 

＊歯科技工  ＊溶接・溶断（熱切断）    

＊小型発電機用燃料 

＊道路等の白線等焼き付け   

＊ガス事業用（移動製造設備を含む） 

＊車両燃料（フォークリフト、ＬＰＧ自動車等）  

                     等 

 

 

 液化石油ガス法適用 高圧ガス保安法適用 

飲食物の調理 

給食センター 

調理した飲食物をその場で飲食 

及び直接一般消費者に販売する

目的をもって調理する製造、小売 

専ら製造、卸を業とする者の場合 

ＧＨＰ・吸引式冷凍機 

人間のための冷暖房に使用して

いる場合 

工業用・農業用・酪農用に使用 

している場合 

コージェネレーション 

排熱による温水を一般消費者等

が使用している場合 

① 発電のみ使用している場合 

② 排熱による温水を工業用に 

使用している場合 

温水プール 液化石油ガス法の適用 ― 

温水ボイラー 

温水を一般消費者等が使用して

いる場合 

温水を工業用に使用している場合 
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（２）使用形態が混在するものの法律の適用範囲（２）使用形態が混在するものの法律の適用範囲（２）使用形態が混在するものの法律の適用範囲（２）使用形態が混在するものの法律の適用範囲    

  ①１つの供給設備から民生用と工業用の両方に供給している場合 

    →「主たる用途により法律を適用する」ことになります。  

   （例）  

・事務所（民生用）が年間６トン＞工業用が年間４トン→液化石油ガス法 

・事務所（民生用）が年間４トン＜工業用が年間６トン→高圧ガス保安法 

  ②供給設備が民生用と工業用（事務所等）で別系統の場合 

    →「系統によりそれぞれの法律を適用する」ことになります。 

 ・民生用に供給している系統は液化石油ガス法の適用 

・工業用に供給している系統は高圧ガス保安法の適用 

 

（３）（３）（３）（３）ＬＰＬＰＬＰＬＰガスに係る法の規制区分ガスに係る法の規制区分ガスに係る法の規制区分ガスに係る法の規制区分    

 

 

（４）（４）（４）（４）工業用（工業用（工業用（工業用（高圧ガス保安法適用高圧ガス保安法適用高圧ガス保安法適用高圧ガス保安法適用））））の販売を行う場合の販売を行う場合の販売を行う場合の販売を行う場合    

＊高圧ガス保安法の販売事業届を販売営業開始日の２０日前までに、販売所ごと

に、都道府県知事に届出をしなければなりません。 

＊販売所ごとに販売主任者を選任しなければなりません。 

＊届出事項や販売主任者の変更があった場合には、都道府県知事に届出をしなけ

ればなりません。 

＊一般消費者等向けの販売に必要な「液化石油ガス販売事業者登録」と誤認しな

いようにしましょう。 
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    第２章   販売事業者の責務     

１．標識の掲示（法第７条） 

ＬＰガス販売事業者は、販売所ごとに、公衆の見やすい場所に、経済産業省令で定め

る様式の標識（液化石油ガス販売事業者証）を掲示しなければなりません。 

    液化石油ガス販売事業者液化石油ガス販売事業者液化石油ガス販売事業者液化石油ガス販売事業者証証証証        

  
液化石油ガス販売事業者証 

登録番号 奈良県第２９Ａ○○○○－○○号 

登録年⽉⽇ 令和○年○⽉○⽇ 

氏名又は名称 株式会社○○○ 

代表者の氏名 ○○ ○○ 

販売所の名称
及び所在地 

株式会社○○○ ○○販売所 
奈良県○○市○○町○○番地 

 

 

 登録番号の見方  

登録番号  ２９Ａ ○○○○－○○号               ①     ②     ③ 
①都道府県ごとの番号（奈良県は２９） 
②販売事業者ごとの連番 

③販売所数を示す２桁の数字  

例：販売所が２つある場合→０２  

 

40センチメートル 

30
セ

ン
チ

メ
ー

ト
ル
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２．業務主任者・代理者（法第１９条・法第２１条） 

（１）業務主任者・代理者の選任（１）業務主任者・代理者の選任（１）業務主任者・代理者の選任（１）業務主任者・代理者の選任    

販売事業者は、販売所ごとに一般消費者等の数に応じた人数以上の者を業務主任者

として選任し、その職務を行わせなければなりません。併せて、販売所ごとに１人以上

の業務主任者の代理者を選任し、業務主任者が不在の場合、その職務を代行させな

ければなりません。 

業務主任者の選任数は下表のとおりです。 

一般消費者等の数 業務主任者の数 

１以上 1,000 未満 １人以上 

1,000 以上 3,000 未満 ２人以上 

3,000 以上 5,000 未満 ３人以上 

業務主任者・業務主任者の代理者を選任（解任）したときは、奈良県又は登録行政庁

へ選任（解任）届出をしなければなりません。 

    

（２）業務主任者・代理者の資格（２）業務主任者・代理者の資格（２）業務主任者・代理者の資格（２）業務主任者・代理者の資格    

 免状等 実務経験 年齢 

業務主任者 第二種販売主任者 ６か月以上 ― 

代理者 

第二種販売主任者 

又は 

代理者講習を修了 

６か月以上 １８歳以上 

（３）業務主任者講習（３）業務主任者講習（３）業務主任者講習（３）業務主任者講習    

販売事業者は、業務主任者に講習を受けさせなければなりません。 

講習の頻度は以下のとおりです。  

・第二種販売主任者免状の交付を受けた年度の翌年度開始の日から３年以内 

・講習を受講した年度の翌年度開始の日から５年以内 

・選任した時点で、上記期限が経過している場合は、選任の日から６か月以内 

・選任した時点で、上記期限まで６か月未満の場合は、選任の日から６か月以内 
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（例１）平成３１年度（令和元年度）に免状を交付、令和４年９月末までに選任した場合 

    →令和５年３月３１日までに受講する必要があります。 

（免状交付日の翌年度の開始日(4/1)から２年半以内に選任した場合） 

（例２）平成３１年度（令和元年度）に免状を交付、令和４年１０月以降に選任した場合 

    →選任から６か月以内に受講する必要があります。 

     （免状交付日の翌年度の開始日(4/1)から２年半を超えてから選任した場合） 

 

（４）業務主任者の職務（４）業務主任者の職務（４）業務主任者の職務（４）業務主任者の職務    

業務主任者は、誠実に以下の職務を行わなければなりません。 

販売事業者は、業務主任者にその職務を行わせなければなりません。 

業務主任者の職務 

法第８条の届出の監督 １４条書面の作成（指導） 

販売の方法の監督 貯蔵施設の監督 

供給設備・特定供給設備の監督 保安教育の監督 

保安業務の実施と結果の確認 充てん設備の監督 

帳簿の記載の監督 報告内容の監督 
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３．貯蔵施設の基準適合（法第１６条） 

（１）貯蔵施設の設置（１）貯蔵施設の設置（１）貯蔵施設の設置（１）貯蔵施設の設置    

販売事業者は、販売所ごとに面積３㎡以上の貯蔵施設(容器置場)を所有又は占有し

なければなりません。 

貯蔵施設を敷地外に設置する場合は、以下の要件を満たさなければなりません。 

なお、貯蔵施設を所有又は占有しなくてもよい場合があります。 

 敷地外に貯蔵施設を設置する場合の条件  

・販売所から５ｋｍ以内の場所であること。 

・１０分以内に到着できるよう車両を保有すること。 

・従業員で保安業務員以上の有資格者が管理人で常駐するか、貯蔵施設にさく、

へいを設け、施錠して関係者以外の者が立ち入れないようにすること。 

・共同の貯蔵施設は、販売事業者ごとの占有範囲をへい、くさり等で明確に区分し、

必要な器具は専用のものを備えること。 

・共同の貯蔵施設は、賃貸借契約等により管理責任を明確にすること。 

 貯蔵施設を所有・占有しなくてもよい場合  

①販売事業者がＬＰガス充てん事業者で充てん所の貯蔵施設を所有又は占有し

ている場合。 

②販売事業者が第一種貯蔵所を所有又は占有している場合。 

③一般消費者等へ販売する充てん容器等の保管、容器の引渡し及び引き取りを

次の者に全量委託している場合。 

ア．ＬＰガス充てん事業者で充てん所の貯蔵施設を所有又は占有している者 

イ．第一種貯蔵所を所有し又は占有している者 

（２）貯蔵施設の基準適合義務（２）貯蔵施設の基準適合義務（２）貯蔵施設の基準適合義務（２）貯蔵施設の基準適合義務    
販売事業者は、貯蔵施設を技術上の基準に適合するように維持しなければなりませ

ん。 

 貯蔵施設の技術上の基準  

Ⅰ．警戒標（例示基準１） 

ⅰ．設置場所 

貯蔵施設の設置場所の出入口又は貯蔵施設等に近接し、もしくは、立ち入るこ

とができる場所の周辺の外部から見やすい場所に掲示すること。 

※近接し又は立ち入ることができる方向が数方向ある場合には、それぞれの方

向に対して掲げること。  



8 

 

ⅱ．警戒標の内容 

 （ａ）貯蔵施設が併設または販売所から５０ｍ以内にある場合 

    ①ＬＰガス貯蔵施設 ②燃（赤色文字） ③火気厳禁（赤色文字） 

 （ｂ）貯蔵施設が販売所から５０ｍ以上離れている場合 

    ①ＬＰガス貯蔵施設 ②燃（赤色文字） ③火気厳禁（赤色文字） 

    ④販売所の名称・所在地 ⑤貯蔵施設の管理者氏名 

    ⑥貯蔵施設の管理者の電話番号 

Ⅱ．保安物件に対して保安距離を確保又は障壁を設ける（例示基準２）。 

Ⅲ．不燃性又は難燃性の軽量な屋根を設ける（例示基準３）。 

Ⅳ．ＬＰガスが漏えいしたとき滞留しない構造とする（例示基準４）。 

Ⅴ．消火設備を設置する（例示基準５）。 

消火器の本数・・・能力単位Ａ－４及びＢ－１０以上の消火器を２本以上 

（５０ｍ

２
ごとに１本増）  

Ⅵ．貯蔵施設内には、ＬＰガス容器及び計量器等以外の不要物を置かない。 

Ⅶ．貯蔵施設の周囲２m以内に火気又は引火性・発火性のものを置かない。 

Ⅷ．容器を常に温度４０℃以下に保つ。 

Ⅸ．容器には転倒・転落防止措置を講じ、粗暴な取扱いをしない。 
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４．１４条書面の交付（法第１４条） 

販売事業者は、一般消費者等と販売契約締結の際には、下記記載事項を記した書面

を交付しなければなりません。 

また、記載事項の内容を変更した場合は、変更した部分について再交付しなければな

りません。 

                                                 
 

 

 

 

 

 

 

 

 ９．帳簿の記載（法第８１条第１項、規則第１３１条第１項）  
 

 

 

 

書面交付に係る帳簿については、契約終了まで保存しなければなりません。 

  

書面の記載事項 

1. ＬＰガスの種類 

2. ＬＰガスの引渡しの方法 

3. 供給設備及び消費設備の管理の方法 

4. 消費設備の調査の方法及び周知の方法 

5. 保安機関の氏名又は名称 

6. その他規則第１３条で定める事項 

規則第１３条で定める事項 

1. 販売事業者及び保安機関の責任に関する事項 

2. 一般消費者等の責任に関する事項 

3. ＬＰガスの計量の方法 

4. 質量販売における残ガスの引き取り方法 

5. ＬＰガスの価格の算定方法、算定の基礎となる項目及び内容の説明 

6. 供給設備及び消費設備の所有関係 

7. 供給設備及び消費設備の設置、変更、修繕及び撤去に要する費用の 

負担の方法 

8. 販売事業者が所有権を有する消費設備を一般消費者等が利用する 

場合、一般消費者等が支払うべき費用の額及び徴収方法 

9. 販売事業者が所有権を有する消費設備に係る配管の所有権を、販売 

契約解除時に一般消費者等に移転する場合の清算額の計算方法 

10. 保安機関の名称、住所及び連絡方法  
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受領印又はサインがありますか？ 

保安機関に変更はありませんか？ 

以下のもの全て交付できていますか？ 

・液化石油ガス法第１４条に基づく通知書 

・別紙１（ＬＰガス保安業務） 

・別紙２（ＬＰガス設備確認書） 

控えを保管していますか？ 

※控えは１４条書面交付の際の帳簿となるため、 

契約終了まで保存する必要があります。 

 

もれなく記入していますか？ 

記入内容は正しいですか？ 
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５．供給設備等の基準適合（法第１６条の２） 

販売事業者は、販売先の供給設備を技術上の基準に適合した状態に維持しなけれ

ばなりません。 

また、保安を確保するためには、以下のことを確実に行うことが大切です。 

（１）保安確保機器等の期限管理（１）保安確保機器等の期限管理（１）保安確保機器等の期限管理（１）保安確保機器等の期限管理    

保安の確保のためには、ガスメーター、圧力調整器、高圧ホース、低圧ホース及びガ

ス漏れ警報器の期限管理を確実に行うことが重要です。 

  保安確保機器等の交換期限  対象品目 交換期限 Ⅰ類 Ⅱ類 ガスメーター ７年又は１０年 保安確保機器 
圧力調整器 １０年 ７年 高圧ホース １０年 ７年 低圧ホース １０年 ７年 ガス漏れ警報器 ５年  

上記の機器類においては、経済産業省の液化石油ガス販売事業者等保安対策指

針の中で、「期限管理を徹底し、期限内に交換すること」と記載されています。 

上記の期限内に確実に交換しましょう。 

ガスメーターの期限については、計量法第１６条で定められており、違反した場合に

は、罰則が適用される可能性があります。 

ガスメーターは、期限が切れる前に確実に交換しなければなりません。 

また、供給設備の維持管理費用として基本料金等を徴収している場合、期限内に交

換されていなければ、契約違反とみなされる可能性があります。 

 期限管理の方法  

・期限管理台帳を作成し、期限の把握ができるようにしましょう。 

・無理なく交換するため、長期での交換計画を立てましょう。 

・不在が多い消費者や連絡がつきにくい消費者、交換の際の供給中断が難しい消費

者等については、早い段階から日程調整を行いましょう。 
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（２）（２）（２）（２）点検・調査の実施と結果の点検・調査の実施と結果の点検・調査の実施と結果の点検・調査の実施と結果の確認確認確認確認    

業務主任者は、保安業務の実施及びその結果の確認を行わなければなりません。 

また、保安業務を他社に委託している場合でも結果等の確認を行う必要があります。 

 自社で実施する場合  

①点検・調査の項目及び内容が適切か。 

②点検・調査を適切な時期に実施しているか。 

（特に供給設備点検・定期消費設備調査が期限内に行えているか。） 

③点検・調査の結果は問題がないか。 

④帳簿に記載しているか（点検結果の控えを保管しているか。）。 

 他の保安機関に委託する場合  

①委託先の点検・調査の項目及び内容が適切か。 

②委託先が点検・調査を適切な時期に実施しているか。 

（特に供給設備点検・定期消費設備調査が期限内に行えているか。） 

③点検・調査の結果は問題がないか。 

④帳簿に記載しているか（点検結果の控えを保管しているか。）。 

（３）（３）（３）（３）点検・調査で基準に適合していない点検・調査で基準に適合していない点検・調査で基準に適合していない点検・調査で基準に適合していない場合の対応場合の対応場合の対応場合の対応    

 供給設備について  

点検の結果、基準に適合していない（「否」や「×」）と判定された供給設備については、

販売事業者は設備を改善しなければなりません。 

 消費設備について  

調査の結果、基準に適合していない（「否」や「×」）と判定された消費設備については、

販売事業者は、改善するための措置や改善しなかった場合の危険性について、１年

に１回以上、消費者に通知しなければなりません。 

また、その通知の日から１か月を経過した日以後５か月以内に、再び通知に係る事項

について調査（以下「再調査」という。）を行わなければなりません。再調査した内容に

ついては以降の再調査は不要ですが、改善されるまでは、１年に１回以上通知しなけ

ればなりません。 
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 消費設備の調査拒否について  

消費設備調査又は再調査の訪問時、消費者と対面で調査を拒否された場合は、「調

査拒否」扱いとし、訪問日（拒否日）や拒否された旨を必ず帳簿に残しましょう。「調査

拒否」扱いとなった場合であっても、安全のために、配送、周知、検針時等のタイミング

で消費設備調査の必要性について改めて説明する等提案・啓発を続け、調査につい

て協力を要請しましょう。 

また、消費設備調査又は再調査の訪問時、３回以上訪問し不在連絡票を残しても連

絡等がない場合は、「調査拒否」と同様の扱いとなります。それぞれの訪問日を必ず帳

簿に残しましょう。ただし、再調査の訪問時で３回以上不在により「調査拒否」扱いとし

た場合でも、消費設備調査で基準に適合していないと判定されている消費設備につ

いて、１年に１回以上、消費者に通知しなければなりません。 

なお、再調査時は、消費者にあらかじめ点検調査日の日時を連絡したり、消費者の都

合が良い日を設定したり、前回と別の曜日に再訪問する等、なるべく不在である確率を

なくすようにしましょう。 

 

 帳簿について  

供給設備については、改善した際の記録（改善日、改善措置の内容等）について帳簿

に記載する必要があります。 

消費設備については、消費者へ行った通知（通知日、通知内容等）、再調査の実施日

（改善されたことを確認した日等）を帳簿に記載する必要があります。 

 

※詳細は第５章（帳簿・報告・届出等）を参照してください。 
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６．保安教育（法第１８条） 

ＬＰガスによる災害を防止するため、販売事業者は従業員に対して、保安教育を実施

しなければなりません。また、保安教育は年間計画を立てるようにし、実施した際には

必ず記録を残しましょう。 

一般社団法人奈良県ＬＰガス協会が開催する「ＬＰガス保安セミナー」の受講も保安教

育の実施と見なされます。 

 教育方法  

①社内教育 

社内研修、社内勉強会、ミーティング（保安の内容を含むもの）等 

  （必要に応じて朝礼等で保安上の注意事項の共有・伝達等を行うこと） 

②社外教育 

（外部の）各種研修・講習会 

  （必要に応じて、参加していない従業員等に内容を共有・伝達等を行うこと）  

 

 教育内容（テーマ）の例  

・事業責任と保安意識  ・法規及び規程類  ・ＬＰガスの性質   

・消費者啓発（保安意識の向上）  ・設備の設置及び取扱い 

・各種器具（保安業務に使用する機器類）等の取扱い及び操作方法 

・容器等の取扱い  ・施設・設備等に関する保全技術 

・配送業務の管理  ・保安機関の管理  ・最新の保安技術 

・異常時及び災害時の対応方法の徹底とその訓練（防災訓練） 

・事故事例  ・ヒヤリハット事例  ・書類管理（届出等、帳簿、期限管理台帳等）等 

 

 保安教育用の資料  

・ＬＰガス販売事業者用保安教育指針  

・ＬＰガス保安技術者向けWeb サイト 

・LPガス保安業務ガイド 

・各種講習会・研修会の資料（保安セミナー、配送員講習等） 
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     第３章  保安機関の責務         

１．保安業務を行う義務（法第２７条） 

販売事業者は、液化石油ガス法第２７条の規定に基づいて、供給設備の点検、消費

設備の調査、周知、緊急時の対応を販売事業者自ら保安機関として実施するか、他

の保安機関に委託し、実施しなければなりません。なお、保安業務を行うときは、法第

２９条第１項の保安機関の認定を受けなければなりません。 

※保安機関が他の事業者から受託した消費者の保安業務について、さらに他の保安

機関に委託する再委託は禁止されています。  
２．保安業務区分（７区分）（規則第２９条）                        

１１１１....    供給開始時点検・調査供給開始時点検・調査供給開始時点検・調査供給開始時点検・調査    

一般消費者等へ新たに供給を開始するときに、供給設備及び消費設備を点検・調査する 

業務 

 

２２２２. . . . 容器交換時等供給設備点検容器交換時等供給設備点検容器交換時等供給設備点検容器交換時等供給設備点検    

充てん容器等の交換又はバルク貯槽等への充てん時などに供給設備を点検する業務 

 

３３３３....    定期供給設備点検定期供給設備点検定期供給設備点検定期供給設備点検    

定期的に容器交換時等供給設備点検項目以外の項目について供給設備を点検する業務 

 

４４４４. . . . 定期消費設備調査定期消費設備調査定期消費設備調査定期消費設備調査    

   定期的に消費設備を調査する業務 

５５５５....    周知周知周知周知    

ＬＰガスの使用上の注意点等、災害発生防止に関する必要事項を周知、チラシ等を用いて 

一般消費者等に周知する業務 

 

６６６６....    緊急時対応緊急時対応緊急時対応緊急時対応    

災害の発生又は発生するおそれがあることを知ったとき、速やかに連絡並びに現場へ出動

して措置する業務 

 

７７７７. . . . 緊急時連絡緊急時連絡緊急時連絡緊急時連絡    

災害の発生又は発生するおそれがあることを知ったとき、速やかに連絡により措置する業務 
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３．点検・調査（規則第３６条・規則第３７条） 

（１）点検・調査項目及び回数（１）点検・調査項目及び回数（１）点検・調査項目及び回数（１）点検・調査項目及び回数    

供給設備や消費設備の点検・調査項目及び回数は以下のとおりです。 

①供給設備 （容器、貯蔵能力１トン未満） 

点 検 項 目 

供
給

開
始

時
 

点検の回数 

容
器

交
換

時
 

 
 

又
は

月
１

回
 

定期供給設備 １年に１回 ４年に１回 
１ 設置場所 ○ ○ － － 

２ 火気までの距離 ○ ○ － － 

３ 充てん容器の腐しょく防止措置 ○ ○ － － 

４ 充てん容器の温度上昇防止措置 ○ ○ － － 

５ 充てん容器の転落、転倒防止措置 ○ ○ － － 

６ バルブ等の損傷防止措置 ○ ○ － － 

７ 

バルブ・集合装置・供給管・ガス栓の欠陥（容器

から調整器まで） 

○ ○ － － 

８ 調整器の欠陥及びＬＰガスの適合性 ○ ○ － － 

９ 地下室等に係る供給管の漏えい試験 ○ － ○ － 

１０ 
白ガス管等の埋設管漏えい試験 

○ － ○ － 

１１ 

地下室等に係る供給管の緊急遮断装置 

（300kg以上の貯蔵設備に係る供給管に限る） 

○ － ○ － 

１２ 

バルブ・集合装置・供給管・配管及びガス栓の

欠陥（調整器からガスメータまで） 

○ － － ○ 

１３ 

バルブ・集合装置・供給管及び配管の腐しょく防

止措置 

○ － － ○ 

１４ 

バルブ・集合装置・気化装置・供給管及び配管

の漏えい試験 

○ － － ○ 

１５ 燃焼器の入口圧力 ○ － － ○ 

１６ 
危険標識 

○ － － ○ 

１７ 調整器の調整圧力及び閉そく圧力 ○ － － ○ 
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②消費設備 

 

調 査 項 目 

供
給

開
始

時
 

調査の回数 定期消費設備 

１
年

に
１

回
 

４
年

に
１

回
 

１ 地下室等に係る配管の漏えい試験 ○ ○ － 

２ 白ガス管等の埋設管漏えい試験 ○ ○ － 

３ 地下室等に係る末端ガス栓と燃焼器の接続方法 ○ ○ － 

４ 配管、ガス栓及び末端ガス栓と燃焼器の間の管の欠陥 ○ － ○ 

５ 配管の腐しょく防止措置 ○ － ○ 

６ 配管の漏えい試験 ○ 
－ 

○ 

７ 燃焼器の入口圧力 ○ 
－ 

○ 

８ 気化装置の手動復帰式自動ガス遮断装置 ○ 
－ 

○ 

９ 末端ガス栓と燃焼器の接続方法 ○ － ○ 

１０ 予備ガス栓の取扱い ○ － ○ 

１１ 燃焼器の適合性 ○ － ○ 

１２ 警報器 ○ － ○ 

１３ 開放式湯沸器の給排気 ○ 
－ 

○ 

１４ 半密閉式燃焼器の給排気 ○ 
－ 

○ 

１５ 
密閉式燃焼器の給排気 

○ 
－ 

○ 

※ 燃焼器具の製造者又は輸入者の名称、型式、製造年月 ○ － ○ 

＊質量販売における調査項目は、第４章を参考にしてください。 

（２）供給設備と消費設備の範囲（２）供給設備と消費設備の範囲（２）供給設備と消費設備の範囲（２）供給設備と消費設備の範囲    

供給設備と消費設備の関係は以下のとおりです。 
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（３）点検・調査を行える者（３）点検・調査を行える者（３）点検・調査を行える者（３）点検・調査を行える者    

点検・調査に必要な資格等は以下のとおりです。 

資格者 

容器交換時等 供給設備点検 

定期供給 

設備点検 

定期消費 

設備調査 液化石油ガス設備士免状の交付を受けた者※４ 〇 〇 〇 製造保安責任者免状の交付を受けた者 〇 〇 〇 販売主任者免状の交付を受けた者※４ 〇 〇 〇 業務主任者の代理者の資格を有する者※４ 〇 〇 〇 充てん作業者   〇※１   〇※１ － 協会が行う講習修了者（いわゆる保安業務員）※３ ※４ 〇 〇 〇 協会が行う講習修了者（いわゆる調査員）※３ 〇 －   〇※２ ※１  平成１２年４月１日以降の資格取得者、又は再講習を終了した者 ※２  質量販売に係る容器・調整器まわりの事項のみ ※３  ６か月以上の実務経験が必要 ※４  バルク供給に係る点検実務は、平成１２年４月１日以降の資格取得者、又は再講習、業務主任者講習の受講者のみ 
３－１．供給開始時点検・調査 

（１）供給開始時点検・調査が必要な場合（１）供給開始時点検・調査が必要な場合（１）供給開始時点検・調査が必要な場合（１）供給開始時点検・調査が必要な場合    

①新規の開栓を行う場合 

②新規の入居者に供給を開始する場合 ※１ 

（例）アパート等への新規入居時及び入れ替わった場合 

③一般消費者等が液化石油ガス販売事業者を別の事業者に変更した場合 ※２ 

 

※１ 契約者の名義変更については、元々その場所でガスを使用していた人への変更であれば、

必要ありません。ただし、消費設備等に変更がある場合は、点検・調査が必要です。なお、

新たに入居する場合はその人が親族であっても、供給開始時点検・調査が必要となります。 

※２ 液化石油ガス販売事業者が、他の液化石油ガス販売事業者の事業の全部又は一部を承

継したときは、「供給開始時」にあたりません。ただし、保安関係の帳簿・書類等、保安業務

を適正に行うために必要な書類が確実に引き継がれない一部承継については、供給開始

時点検と同等の点検調査が必要です。また、全部承継の場合は法第１０条の承継届、一部

承継の場合は、法第３条の販売事業者登録や法第８条の液化石油ガス販売所等変更届等
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が必要になる場合があります。（③の例は一般消費者等が単に販売事業者を変更した場合

であり、そもそも「承継」にはあたらないので、供給開始時点検・調査が必要。） 

 

（２）供給開始時点検・調査と同時に行（２）供給開始時点検・調査と同時に行（２）供給開始時点検・調査と同時に行（２）供給開始時点検・調査と同時に行う業務う業務う業務う業務    

供給開始時には、「１４条書面の交付」「周知」を行う必要があります。 

これらの帳簿への記録（控えの保存）を確実に行いましょう。 

 

（３）供給開始時点検・調査の点検・調査項目（３）供給開始時点検・調査の点検・調査項目（３）供給開始時点検・調査の点検・調査項目（３）供給開始時点検・調査の点検・調査項目    

供給開始時には、容器交換時等供給設備点検、定期供給設備点検、定期消費設備

調査の点検・調査項目を全て行う必要があります。 

点検・調査票の様式例点検・調査票の様式例点検・調査票の様式例点検・調査票の様式例    （（（（一般社団法人一般社団法人一般社団法人一般社団法人奈良県ＬＰガス協会仕様）奈良県ＬＰガス協会仕様）奈良県ＬＰガス協会仕様）奈良県ＬＰガス協会仕様）    

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保安業務区分の□にレ点を記入。 燃焼器の製造者又は輸入者の名称、型式及び製造年月日を記入。 確認できない場合は不明と記入。 

自記圧力計の測定値を記入、測定チャートと一緒に保存。 

チェックは、 ・基準に適合 ・基準に不適合 ・該当なし(斜線を引く) が区分できるように記載してください。 記入方法は社内で統一してください。 
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３－２．容器交換時等供給設備点検 

（１）容器交換時等供給設備点検の頻度（１）容器交換時等供給設備点検の頻度（１）容器交換時等供給設備点検の頻度（１）容器交換時等供給設備点検の頻度    

以下のどちらかの時期に行う必要があります。 

①充てん容器の交換時 

②容器交換が毎月１回以上行われる場合は毎月１回以上 

 

（２）自社で実施する場合（２）自社で実施する場合（２）自社で実施する場合（２）自社で実施する場合    

①各項目を確実に点検し、１項目ずつ点検票に記入しましょう。  

②要改善の場合は、早急に改善を行い、改善記録を残しましょう。 

③点検結果は２年間保存する必要があります。  

 

    点検票の様式例点検票の様式例点検票の様式例点検票の様式例    （（（（一般社団法人一般社団法人一般社団法人一般社団法人奈良県ＬＰガス協会仕様）奈良県ＬＰガス協会仕様）奈良県ＬＰガス協会仕様）奈良県ＬＰガス協会仕様）        

 

※基準に適合していない場合には、具体的な問題点を記録しておきましょう。 

※容器の２ｍ以内に火気がある場合（火気を遮る措置がされている場合は除く。）に

は火気の種類を記録しておきましょう。 

 

    

判定欄には ・「○」「×」 ・「適」「否」 等を記載し、空欄のままにしないようにしましょう。 
改善が必要な場合、 通知事項欄を記入し、消費者に説明をしましょう。 改善不要な場合は、 その旨を示すため、斜線等を記入しておきましょう。 
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（３）他の保安機関に委託している場合（３）他の保安機関に委託している場合（３）他の保安機関に委託している場合（３）他の保安機関に委託している場合    

①毎月、点検結果・内容を確認しましょう。    

②点検結果で基準不適合があった場合は、委託先から一両日中に連絡をもらうよう

にしましょう。    

③要改善の場合は、早急に改善を行い、改善記録を残しましょう。 

④点検結果は２年間保管しましょう。  

⑤契約書は、契約完了まで保管しましょう。 

 

３－３．定期供給設備点検・定期消費設備調査 

（１）定期点検・調査の頻度（１）定期点検・調査の頻度（１）定期点検・調査の頻度（１）定期点検・調査の頻度    

定期点検・調査は４年に１回以上行う必要があります。 

ただし、埋設管に関する項目や地下室に関する項目等で該当する場合には、１年に 

１回以上行わなければならない項目があります。 

改善が必要な設備を把握するためにも遅滞なく実施する必要があります。 

遅滞・未実施が発生しないようにしましょう。 

（２）自社で実施する場合（２）自社で実施する場合（２）自社で実施する場合（２）自社で実施する場合    

①点検・調査票の様式    

供給開始時点検・調査の点検・調査票と同様の様式を使用できます。 

一般社団法人奈良県ＬＰガス協会の様式及び記載上の注意点は供給開始時点

検・調査のページを参照してください。 

②期限管理 

・期限管理台帳を作成し、点検・調査の期限の把握ができるようにしましょう。 

・長期での点検・調査計画を立てましょう。 

・不在が多い消費者や連絡がつきにくい消費者、日程調整に時間がかかる消費

者等については、早い段階から日程調整を行いましょう。 

③基準に適合しない設備の対応 

・供給設備については、早急に改善し、改善の記録を残してください。 

・消費設備については、改善するための措置や改善しなかった場合の危険性に 

ついて、１年に１回以上、消費者に通知しなければなりません。 

また、その通知の日から１か月を経過した日以後５か月以内に、再び通知に係る

事項について調査（以下「再調査」という。）を行わなければなりません。再調査し
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た内容については以降の再調査は不要ですが、改善されるまでは、１年に１回

以上通知しなければなりません。 

 

④消費設備の調査拒否について 

消費設備調査又は再調査の訪問時、消費者と対面で調査を拒否された場合は、

「調査拒否」扱いとし、訪問日（拒否日）や拒否された旨を必ず帳簿に残しましょう。

「調査拒否」扱いとなった場合であっても、安全のために、配送、周知、検針時等

のタイミングで消費設備調査の必要性について改めて説明する等提案・啓発を続

け、調査について協力を要請しましょう。 

また、消費設備調査又は再調査の訪問時、３回以上訪問し不在連絡票を残して

も連絡等がない場合は、「調査拒否」と同様の扱いとなります。それぞれの訪問日

を必ず帳簿に残しましょう。ただし、再調査の訪問時で３回以上不在により「調査

拒否」扱いとした場合でも、消費設備調査で基準に適合していないと判定されて

いる消費設備について、１年に１回以上、消費者に通知しなければなりません。 

なお、再調査時は、消費者にあらかじめ点検調査日の日時を連絡したり、消費者

の都合が良い日を設定したり、前回と別の曜日に再訪問する等、なるべく不在で

ある確率をなくすようにしましょう。 

 

⑤帳簿の記載と保管 

・定期点検・調査の点検・調査票の控えを次回の定期点検・調査を実施するまで

保管しておく必要があります。 

・消費者の不在や拒否等により点検・調査を実施できない場合には、訪問記録や

連絡記録を必ず残しておきましょう。 

    

（３）他の保安機関に委託している場合（３）他の保安機関に委託している場合（３）他の保安機関に委託している場合（３）他の保安機関に委託している場合    

①点検結果の連絡があった時は、点検結果・内容を確認しましょう。 

②委託先が期限内に点検・調査を実施できているか確認しましょう。 

③不在等で委託先が点検・調査を実施できなかった場合には、販売事業者が点検・

調査を実施するか、日程調整を行う必要があります。また、点検・調査のために消

費者を訪問した際や連絡した際には、その記録を残しておきましょう。 

④点検結果で基準不適合があった場合は、一両日中に連絡を貰うようにしましょう。 

⑤要改善の場合は、早急に改善を行い、改善記録を残しましょう。 

⑥定期点検・調査の結果は、次回の定期点検・調査を実施するまで保管しておく必

要があります。 

⑦保安業務委託契約書は、契約満了まで保管しておきましょう。 
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４．周知（法第２７条） 

((((１１１１))))周知の頻度周知の頻度周知の頻度周知の頻度    

周知は、燃焼器の種類に応じて、１年に１回以上又は２年に１回以上行うことが義務

づけられています。    

燃焼器 形式 

立ち消え安全装置及び

不完全燃焼防止装置 

頻度 

湯沸器 

開放式 

有 １年 

無 １年 

半密閉式 

有 ２年 

無 １年 

密閉式・屋外式 ― ２年 

※ふろがま 

半密閉式 

有 ２年 

無 １年 

密閉式・屋外式 ― ２年 

※施行令別表第一のＬＰガス用バーナー付きふろがま及びふろがまをいう。 

消費先ごとに、使用している燃焼器を把握して、周知頻度を確認しましょう。 

（２年に１回以上の消費者にも１年に１回以上周知を行うと、期限管理が容易です。） 

 

（２）周知の記録（２）周知の記録（２）周知の記録（２）周知の記録    

周知を行った際には、「一般消費者等の氏名又は名称及び住所」、「周知を行った者

の氏名」、「周知の内容」及び「周知の年月日」を帳簿に記載する必要があります。 

（３）周知の内容（３）周知の内容（３）周知の内容（３）周知の内容    

周知の内容については、以下の事項が含まれている必要があります。 

 

①使用する燃焼器の液化石油ガスに対する適応性に関する事項 

②消費設備の管理及び点検に関し注意すべき基本的な事項 

③燃焼器を使用する場所の環境及び換気に関する事項 

④一般消費者等が消費設備の変更の工事をする場合の販売事業者に対する連絡 

に関する事項 

⑤ガス漏れを感知した場合その他液化石油ガスによる災害が発生し、又は発生する

おそれがある場合に一般消費者等のとるべき緊急の措置及び販売事業者又は

保安機関に対する連絡に関する事項 

⑥上記のほか、液化石油ガスによる災害の発生の防止に関し必要な事項 
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※一般社団法人奈良県ＬＰガス協会で作成している周知文書では、家庭用、業務用、

質量販売用等、用途別に周知文書があります。 

消費者にあわせた周知文書を配布し説明しましょう。  

 

 

５．緊急時対応・緊急時連絡（法第２７条） 

（１）緊急時対応とは（１）緊急時対応とは（１）緊急時対応とは（１）緊急時対応とは    

緊急時の連絡を受け、保安機関が現場に出動し、災害の発生するおそれ又は災害の

発生に対し、災害防止又は災害の拡大防止のための措置を行うものです。 

（例）ガス漏れや一酸化炭素中毒事故への対応 

（例）放置するとガス漏れや一酸化炭素中毒事故につながる可能性が高い事象への

対応 

なお、緊急時の連絡を受けても、保安機関が現場に出動せず、一般消費者等への適

切な指示・助言を行うことで対応可能な場合は、「緊急時連絡」業務となります。 

 

（２）緊急時対応が可能な範囲（２）緊急時対応が可能な範囲（２）緊急時対応が可能な範囲（２）緊急時対応が可能な範囲    

保安機関は、緊急時の連絡を受け、出動要請を受けた場合には、連絡から３０分以内

に到着し、対応を行わなければなりません。 

連絡を受けてから３０分以内に到着できない消費者については、３０分以内に到着する

ことができる保安機関に委託する必要があります。 



25 

 

（３）緊急時対応・緊急時連絡の記録（３）緊急時対応・緊急時連絡の記録（３）緊急時対応・緊急時連絡の記録（３）緊急時対応・緊急時連絡の記録    

緊急時対応を行った場合又は緊急時連絡を行った場合は、以下の記録を残さなけれ

ばなりません。 

①一般消費者等の氏名又は名称及び住所 

②緊急時対応・連絡を行った者の氏名 

③緊急時対応・連絡の内容及び結果 

④緊急時対応・連絡を行った年月日 

 緊急時対応の記録の例  
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６．保安業務用機器類（規則第３１条） 

(1)(1)(1)(1)保安業務用機器類の備え付け保安業務用機器類の備え付け保安業務用機器類の備え付け保安業務用機器類の備え付け    

点検、調査及び緊急時対応を行う保安機関は以下の機器類を備えている必要があり

ます。 保安業務用機器類 供給開始時 点検・調査 容器交換時等供給設備点検 定期供給 設備点検 定期消費 設備調査 緊急時対応 自記圧力計 又は マノメーター ○ ― ○ ○ ○ ガス検知器 ○ ― ○ ○ ○ 漏えい検知液 ○ ○ ○ ○ ○ 緊急工具類 
○ ○ ○ ○ ○ 一酸化炭素測定器 ○ ― ― ○ ○ ボーリングバー ○ ― ○ ○ ○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

((((２２２２))))その他の点検・調査に使用する機器類その他の点検・調査に使用する機器類その他の点検・調査に使用する機器類その他の点検・調査に使用する機器類    

・二連球ポンプ  ・ガス栓付三方継ぎ手  ・ゴム管   

・ゴムキャップ   ・ホースバンド       ・埋設管腐食測定器 

・液化石油ガス設備点検調査票       ・不在連絡票 

・身分証明書（資格免状）   等 

 

緊急緊急緊急緊急工具工具工具工具類類類類    
マノメーターマノメーターマノメーターマノメーター    
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【参考】供給設備と火気の距離について 

(1)(1)(1)(1)火気について火気について火気について火気について    

「火気」とは、一般に火をいい、ライター、マッチの火、たばこの火、焚き火、ストーブの

火、ボイラーの火等も含まれ、一般に「着火源」と同義語です。 

液化石油ガス法の中では、貯蔵施設や供給設備（容器、バルク）などで、火気からの

距離について規制があります。 

奈良県の液化石油ガス法の運用では、裸火（燃焼器）、及び、防爆構造ではない電気

設備（コンセント、スイッチ、照明器具、電気洗濯機、エアコンの室外機など）を火気と

みなしています（以下のことが確認できる電気設備は火気には該当しません。）。 

 火気とならない電気設備の条件  

以下の３項目の条件を全て満たす場合は火気にはなりません。 

①直接裸火をもたないこと。 

②３２０℃より高温となる部分がないこと。 

③接点を持つ電気製品は、ON-OFF による電気火花が点火（着火）エネルギー 

より小さいこと。又は、接点が密封されていて、電気火花が外に出ないこと。 

 

((((２２２２))))火気の供給設備からの距離火気の供給設備からの距離火気の供給設備からの距離火気の供給設備からの距離    （１トン未満の場合）（１トン未満の場合）（１トン未満の場合）（１トン未満の場合）    

供給設備（容器、バルク貯槽）から２ｍ以内に火気がある場合には、火気を遮る措置を

講じなければなりません。 

供給設備から２ｍの範囲は、容器またはバルク貯槽の外面から２ｍです。 

2m
2m

2m
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((((３３３３))))火気を火気を火気を火気を遮る遮る遮る遮る措置措置措置措置    

供給設備から火気までの距離が２ｍを確保できない場合には、不燃性の隔壁を設け、

漏えいしたＬＰガスが火気の方向に流動することを遮る措置を講じなければなりませ

ん。 

容器 火気容器の高さ以上の不燃物
・容器から火気が見えないこと・液化石油ガスが漏えいした場合漏えいしたガスが火気の方向に流れないこと

 

自主保安の観点から、できるかぎり迂回距離２ｍを確保しましょう。 

((((４４４４))))火気距離に問題がある場合の対応火気距離に問題がある場合の対応火気距離に問題がある場合の対応火気距離に問題がある場合の対応    

容器交換時等供給設備点検や定期供給設備点検で火気距離が基準不適合と判定さ

れた場合は、供給設備から火気までの距離を２ｍ確保するか、又は、（３）の火気をさえ

ぎる措置をとるかのどちらかを行う必要があります。 

火気が裸火（給湯器、ふろがま等）の場合は、ガスが漏えいしたときの危険性が高い

ため、早急に改善措置を行わなければなりません。 
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      第４章  質量販売                      

１．液化石油ガス法における販売の方法（規則第１６条） 

液化石油ガス法では、ＬＰガスを販売する場合には計量法に規定する法定計量単位

（ｍ

３
）により販売することが定められています。従って、ガスメーターを設置し、計量した

体積に基づき料金の精算を行うことになります。 

ただし、容器バルブの形状と規定の容器容量以下で所定の条件を満足する場合等は、

質量により販売することが認められています。 

２．質量販売が可能な場合（規則第１６条） 

質量販売は以下の場合が可能です。 

①屋外において移動して消費する場合 

   （例） 屋台（車両による場合を含む）・・・ラーメン、ホットドッグ、焼き芋 等 

       催事用・・・学園祭、運動会、お祭り等の模擬店 

       露店・・・綿菓子、たこ焼き、焼き鳥 等 

       キャンプの炊事・バーベキュー、暖房 等 

 

 

 

 

②内容積２０㍑以下の容器（８ｋｇ容器等）により 

消費する場合 

   ・調整器を接続した内容積８㍑以下の   

容器（２ｋｇ容器・３ｋｇ容器等）で消費 

    （例） 料理飲食店、宴会場等 

 

   ・内容積２０㍑以下の容器（８ｋｇ容器等）を配管に接続して消費 

    （例） 工事事務所、臨時的な少量消費先等 

③内容積２５㍑以下の容器（１０ｋｇ容器等）（カップリング付容器用弁を有するもの） 

④販売契約の締結の日から１年以内に取引が停止することが明らかで、登録行政
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庁が認めた消費の場合 

（例） 都市計画法や土地収用法に基づき明渡しが行われることが明らかな場合 

⑤高圧ガス保安法の適用を受ける販売と不可分な消費の場合 

⑥経済産業大臣が配管に接続することなく充てん容器を引き渡すことを認めた消費

の場合 

（例） 山小屋へ販売する場合であって、経済産業大臣から承認を受けた場合 

⑦災害救助法第４条により供与された応急仮設住宅で消費する場合 

※容器の内容積と充てんできるＬＰガスの重量の関係※容器の内容積と充てんできるＬＰガスの重量の関係※容器の内容積と充てんできるＬＰガスの重量の関係※容器の内容積と充てんできるＬＰガスの重量の関係    

  ・内容積   ５㍑＝約２．１ｋｇ  （５㍑未満・・・２ｋｇ容器） 

  ・内容積   ８㍑＝約３．４ｋｇ  （８㍑以下・・・２ｋｇ容器または３ｋｇ容器） 

  ・内容積  ２０㍑＝約８．５ｋｇ  （２０㍑以下・・・２ｋｇ、３ｋｇ、５ｋｇ、８ｋｇ容器） 

 

３．容器の引き渡しの方法（規則第１６条） 

充てん容器の引き渡しは、以下の場合を除き配管等に接続して販売しなければなりま

せん（接続の義務は販売事業者にあります。）。 

①容器を屋外に置いて移動して消費する場合 

②調整器が接続された内容積８㍑以下の容器（２ｋｇ、３ｋｇ容器等）で販売する場合 

③内容積２５㍑以下（１０ｋｇ容器等）でのカップリング付容器用弁を有する容器 

（以下、「カップリング付容器」という）での販売する場合 

※質量販売でも、容器の転落・転倒防止（５㍑未満を除く）や調整器の機能確保は必

要です。 

 

４．１４条書面の交付（法第１４条） 

消費者と販売契約を締結した時は、遅滞なく、液化石油ガス法第１４条及び規則第１３

条で定められた事項を記載した書面を交付しなければなりません。また、記載事項に

変更があった場合には、当該部分について記載した書面を再交付してください。 

「ＬＰガス質量販売に係るお客様へのお知らせ」に必要項目を記入し、消費者に交付

することで、書面の交付を行ったことになります。 

※控えは取引終了時まで保管してください（帳簿の記載）。 
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５．保安業務（法第２７条） 

質量販売においても保安業務（各調査、周知、緊急時対応・連絡）の実施が必要で

す。 

（１）調査（回数及（１）調査（回数及（１）調査（回数及（１）調査（回数及び項目）び項目）び項目）び項目）    

①規則第４４条第２号ロ 

   ・屋外において移動して消費する場合 

   ・内容積２５㍑以下（１０ｋｇ容器等）のカップリング付容器で消費する場合 

   ・内容積２０㍑以下の容器で消費する場合 

調 査 項 目 ＬＰガスの最初の 
引き渡し時 定期消費設備 １年に１回 ４年に１回 １ 腐しょく防止措置 ○ － ○ ２ 温度上昇防止措置 ○ － ○ ３ 転落、転倒防止措置（５Ｌ以下の容器は除く） ○ － ○ ４ バルブ等の損傷防止措置（５Ｌ以下の容器は除く） ○ － ○ ５ 調整器の欠陥及びＬＰガスに適合 ○ － ○ ６ 調整器の調整圧力及び閉そく圧力 ○ － ○ ７ 燃焼器の適合性 ○ － ○ ※ 燃焼器具の製造者又は輸入者の名称、型式、製造年月 ○ － ○ 

②規則第４４条第２号イ・・・①以外の質量販売 

体積販売と同様の調査（供給開始時調査、容器交換時調査、定期調査）が必要

となります。 

（２）その他の保安業務（２）その他の保安業務（２）その他の保安業務（２）その他の保安業務    

周知、緊急時連絡、緊急時対応は、体積販売と同様に行う必要があります。 

※ＬＰガスの最初の引き渡し時の周知は、「ＬＰガス質量販売に係るお客様へのお

知らせ」に記載されています。 

※周知の際には、質量販売用の周知文書を用いて周知してください。 
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 ＬＰガス質量販売に係るお客様へのお知らせ  

 

「ＬＰガス質量販売に係るお客様へのお知らせ」は、以下の様式を兼ねています。 

・ 質量販売における１４条書面 

・ 質量販売における供給開始時調査の調査票 

・ 質量販売における供給開始時の周知 
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    第５章  帳簿・報告・届出等          

１．販売事業者が作成すべき帳簿類（規則第１３１条） 記載すべき場合 記載すべき事項 保存期間 ＬＰガスを体積販売した場合 １．充てん容器の種類１）及び数 ２．販売開始の年月日 ３．販売先 ４．充てん容器を交換した年月日及び充てん容器の種類１）、数を変更した場合はその内容 ２年 ＬＰガスを質量販売した場合 １．充てん容器の種類１）及び数 ２．販売の年月日 ３．販売先 ２年 販売したＬＰガスで消費されないものを引き取った場合 １．引き取ったＬＰガスの充てん容器の種類１）及び数 ２．引取りの年月日 ３．引取り元 ２年 法第１４条の書面を交付した場合 １．書面を交付（再交付）した一般消費者等の氏名又は名称及び住所 ２．書面を交付（再交付）した者の氏名 ３．書面を交付（再交付）した年月日 ４．書面を交付（再交付）した書面の内容 契約終了日まで 
保安機関に保安業務を委託した場合 

１．委託に係る一般消費者の氏名又は名称及び住所 ２．委託した保安機関の氏名又は名称及び事業所の所在地 ３．保安業務の結果   ①供給開始時点検・調査   ②容器交換時等供給設備点検   ③定期供給設備点検   ④定期消費設備調査   ⑤周知   ⑥緊急時対応   ⑦緊急時連絡 ４．供給設備が基準に適合していない場合に講じた措置の内容  ５．消費設備が基準に適合していない場合にその所有者又は占有者に通知した内容 ６．緊急時対応、緊急時連絡により実施した措置の内容 ７．保安業務を行った年月日 

２年   供 給 開 始 時点検・調査、及 び 定 期 点検・調査は、次 回 の 定 期点検・調査を行うまで 貯蔵施設又は特定供給設備に異常があった場合 １．異常の内容 ２．異常に対して講じた措置 ３．異常があった年月日及び措置を講じた年月日 ２年 １）貯蔵能力または内容積別を記載する。 
※その他、バルク貯槽の検査やバルク貯槽の附属機器の検査を行った場合等にも記

載すべき事項が定められています（規則第１３１条）。 

※帳簿として保管すべき書類の例 

・１４条書面の控え  ・消費先台帳  ・販売伝票  ・保安業務委託契約書 

・委託先の保安機関からの保安業務の実施結果についての通知 
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２．保安機関が作成すべき帳簿類（規則第１３１条） 記載すべき場合 記載すべき事項 保存期間 
供給開始時点検・調査を行った場合 １．一般消費者等の氏名又は名称及び住所 ２．点検・調査を行った者の氏名 ３．点検・調査の結果 ４．点検・調査実施内容（基準不適合を販売事業者又は一般消費者等に通知した場合はその内容） ５．点検・調査又は通知の年月日 ６．調査に係る燃焼器の製造者又は輸入者の名称 ７．調査に係る燃焼器の型式及び製造年月 

次回の定期点検・調査 まで 
容器交換時等供給設備点検を行った場合 １．一般消費者等の氏名又は名称及び住所 ２．点検を行った者の氏名 ３．点検の結果 ４．点検実施内容（基準不適合を販売事業者又は一般消費者等に通知した場合はその内容） ５．点検又は通知の年月日 ２年 
定期供給設備点検を行った場合 １．一般消費者等の氏名又は名称及び住所 ２．点検を行った者の氏名 ３．点検の結果 ４．点検実施内容（基準不適合を販売事業者又は一般消費者等に通知した場合はその内容） ５．点検又は通知の年月日 次回の定期点検まで 消費者の承諾を得られず、定期供給設備点検を行わなかった場合 １．一般消費者等の氏名又は名称及び住所 ２．承諾を求めた者の氏名 ３．承諾を求めた年月日 次回の定期点検まで 
定期消費設備調査を行った場合 １．一般消費者等の氏名又は名称及び住所 ２．調査を行った者の氏名 ３．調査の結果 ４．調査実施内容（基準不適合を販売事業者又は一般消費者等に通知した場合はその内容） ５．調査又は通知の年月日 ６．調査に係る燃焼器の製造者又は輸入者の名称 ７．調査に係る燃焼器の型式及び製造年月 次回の定期調査まで 消費者の承諾を得られず、定期消費設備調査を行わなかった場合 １．一般消費者等の氏名又は名称及び住所 ２．承諾を求めた者の氏名 ３．承諾を求めた年月日 次回の定期調査まで 周知を行った場合 １．一般消費者等の氏名又は名称及び住所 ２．周知を行った者の氏名 ３．周知の内容 ４．周知の年月日 ２年 緊急時対応を行った場合 １．一般消費者等の氏名又は名称及び住所 ２．緊急時対応を行った者の氏名 ３．緊急時対応の内容及び結果 ４．緊急時対応を行った年月日 ２年 緊急時連絡を行った場合 １．一般消費者等の氏名又は名称及び住所 ２．緊急時連絡を行った者の氏名 ３．緊急時連絡の内容及び結果 ４．４．緊急時連絡を行った年月日 ２年 
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 帳簿の記載・保存について     

帳簿は、保安上問題のある設備等を把握する、事業者内で情報を共有する、事業者と

しての責務を果たしていることを第三者に示す等の役割があります。 

帳簿は、漏れの無いように記載し、適切に保存しなければなりません。 

 

３．事業報告（規則第１３２条） 

販売事業者・保安機関は、毎事業年度経過後３か月以内に管轄行政庁に業務状況を

報告する必要があります。 

必ず、期限内に「液化石油ガス販売事業報告」及び「保安業務実施状況報告」を提出

してください。 

※法人の事業者は、事業年度が事業者ごとで異なるため、事業者により提出期限が異

なります。  

※法人でない事業者（個人事業主）については、１月から１２月末までの報告を翌年の

３月末までに提出してください。 
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液化石油ガス販売事業報告    

    

記入例記入例記入例記入例    

報告日（郵送の場合は報告日（郵送の場合は報告日（郵送の場合は報告日（郵送の場合は投函日）を記入投函日）を記入投函日）を記入投函日）を記入 
決算対象期間の始期から決算対象期間の始期から決算対象期間の始期から決算対象期間の始期から    終期を記入終期を記入終期を記入終期を記入    ※個人事業主の場合は※個人事業主の場合は※個人事業主の場合は※個人事業主の場合は    １月１日から１月１日から１月１日から１月１日から 12121212 月月月月 31313131 日日日日    

委託先の保安機関の数が多く、委託先の保安機関の数が多く、委託先の保安機関の数が多く、委託先の保安機関の数が多く、    書ききれない場合は、別紙に記載書ききれない場合は、別紙に記載書ききれない場合は、別紙に記載書ききれない場合は、別紙に記載 全件全件全件全件委託委託委託委託のののの場合場合場合場合でもでもでもでも、、、、委託先で実施できず委託先で実施できず委託先で実施できず委託先で実施できず販売事業者に報告のあった件数を記入販売事業者に報告のあった件数を記入販売事業者に報告のあった件数を記入販売事業者に報告のあった件数を記入 全件全件全件全件委託委託委託委託のののの場合場合場合場合でもでもでもでも、、、、委託先で実施できず委託先で実施できず委託先で実施できず委託先で実施できず販売事業者に報告のあった件数を記入販売事業者に報告のあった件数を記入販売事業者に報告のあった件数を記入販売事業者に報告のあった件数を記入 

全消費者数全消費者数全消費者数全消費者数    

委託委託委託委託せず自社で全部又は一部の保安せず自社で全部又は一部の保安せず自社で全部又は一部の保安せず自社で全部又は一部の保安業務を行っている場合、要参照業務を行っている場合、要参照業務を行っている場合、要参照業務を行っている場合、要参照    
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保安業務実施状況報告 

    

報告日（郵送の場合は報告日（郵送の場合は報告日（郵送の場合は報告日（郵送の場合は投函日）を記入投函日）を記入投函日）を記入投函日）を記入 記入例記入例記入例記入例    

決算対象期間の決算対象期間の決算対象期間の決算対象期間の始期から終期を記入始期から終期を記入始期から終期を記入始期から終期を記入    ※個人事業主は１月１日から※個人事業主は１月１日から※個人事業主は１月１日から※個人事業主は１月１日から 12121212 月月月月 31313131 日日日日    
保安業務資格者の数の算定保安業務資格者の数の算定保安業務資格者の数の算定保安業務資格者の数の算定（認定申請書に添付）（認定申請書に添付）（認定申請書に添付）（認定申請書に添付）    で算出した数値を記入で算出した数値を記入で算出した数値を記入で算出した数値を記入 
有資格者数を記入有資格者数を記入有資格者数を記入有資格者数を記入    ※認定数（保安業務計画書に※認定数（保安業務計画書に※認定数（保安業務計画書に※認定数（保安業務計画書に記載）以上であること記載）以上であること記載）以上であること記載）以上であること    当該事業年度に当該事業年度に当該事業年度に当該事業年度に自社が自社が自社が自社が保安業務を保安業務を保安業務を保安業務を実施した消費者実施した消費者実施した消費者実施した消費者数を記入数を記入数を記入数を記入    ※他社に委託した分※他社に委託した分※他社に委託した分※他社に委託した分はははは記載しない記載しない記載しない記載しない    ※自社分＋他社からの受託分を記※自社分＋他社からの受託分を記※自社分＋他社からの受託分を記※自社分＋他社からの受託分を記入し、括弧内にその内の受託入し、括弧内にその内の受託入し、括弧内にその内の受託入し、括弧内にその内の受託分分分分の件数を記入の件数を記入の件数を記入の件数を記入    

法人の役員、組合法人の役員、組合法人の役員、組合法人の役員、組合等の構成員に変更がある場等の構成員に変更がある場等の構成員に変更がある場等の構成員に変更がある場合はその内容を記載合はその内容を記載合はその内容を記載合はその内容を記載    ※代表者変更※代表者変更※代表者変更※代表者変更の場合はの場合はの場合はの場合は別途変更届出も必要別途変更届出も必要別途変更届出も必要別途変更届出も必要        認定番号末尾が「認定番号末尾が「認定番号末尾が「認定番号末尾が「RARARARA」」」」はははは７号計画なし７号計画なし７号計画なし７号計画なし    

認定番号末尾が「認定番号末尾が「認定番号末尾が「認定番号末尾が「RARARARA」」」」はははは１号計画なし１号計画なし１号計画なし１号計画なし    

年度中年度中年度中年度中に実施に実施に実施に実施したしたしたした周知周知周知周知方法の内訳方法の内訳方法の内訳方法の内訳を記入を記入を記入を記入    

当該事業年度に当該事業年度に当該事業年度に当該事業年度に自社が自社が自社が自社が保安業務を保安業務を保安業務を保安業務を実施するべき消費者数を記入実施するべき消費者数を記入実施するべき消費者数を記入実施するべき消費者数を記入    ※他社に委託した分※他社に委託した分※他社に委託した分※他社に委託した分はははは記載しない記載しない記載しない記載しない    ※自社分＋他社からの受託分を記※自社分＋他社からの受託分を記※自社分＋他社からの受託分を記※自社分＋他社からの受託分を記入し入し入し入し、括弧内にその内の、括弧内にその内の、括弧内にその内の、括弧内にその内の受託分受託分受託分受託分の件数の件数の件数の件数を記入を記入を記入を記入    

不在数不在数不在数不在数＝＝＝＝３回以上訪問し拒否扱いに３回以上訪問し拒否扱いに３回以上訪問し拒否扱いに３回以上訪問し拒否扱いにした数した数した数した数のみのみのみのみ    拒否数＝拒否数＝拒否数＝拒否数＝拒否された数のみ拒否された数のみ拒否された数のみ拒否された数のみ    昨年昨年昨年昨年度度度度中中中中のののの調査調査調査調査で不適で不適で不適で不適合合合合になりになりになりになり今年度に再調査し今年度に再調査し今年度に再調査し今年度に再調査したした件数も含めて、事業年度内たした件数も含めて、事業年度内たした件数も含めて、事業年度内たした件数も含めて、事業年度内に行ったに行ったに行ったに行ったすべてすべてすべてすべてのののの再調査再調査再調査再調査について記入について記入について記入について記入    
全件委託の場合は、委託先で実施できず全件委託の場合は、委託先で実施できず全件委託の場合は、委託先で実施できず全件委託の場合は、委託先で実施できず販売事業者で調査することとなった件数販売事業者で調査することとなった件数販売事業者で調査することとなった件数販売事業者で調査することとなった件数    
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４．申請・届出 

（１）販売事業者の届出（１）販売事業者の届出（１）販売事業者の届出（１）販売事業者の届出    

Ⅰ．登録行政庁の変更の届出 

・販売所の県外移転・増設等により登録行政庁が変更になった場合 

Ⅱ．販売所等の変更の届出 

   ・以下の事項を変更した場合 

     ①販売事業者の氏名又は名称及び住所並びに法人の代表者の氏名 

②販売所の名称及び所在地、貯蔵施設の位置及び構造 

③貯蔵施設の廃止 

  （貯蔵施設を所有しなくても良い場合に該当すること） 

 （貯蔵能力が３トン以上の貯蔵施設は「貯蔵施設等変更届」も必要） 

④損害賠償措置 

⑤保安機関（他の保安機関に委託する場合を含む） 

Ⅲ．承継の届出 

・譲渡、相続、合併若しくは分割により、事業者の地位を承継した場合 

Ⅳ．業務主任者等の選任（解任）の届出 

・組織変更等により業務主任者、代理者を変更した場合 

・販売する一般消費者等の数の増加（減少）により、業務主任者の数を増加（減少）した場合 

・販売所の増設により、新たに業務主任者等を選任した場合 

Ⅴ．廃止の届出 

   ・ＬＰガスの販売事業を廃止する場合 

（２）高圧ガス販売事業者の届出（工業用（（２）高圧ガス販売事業者の届出（工業用（（２）高圧ガス販売事業者の届出（工業用（（２）高圧ガス販売事業者の届出（工業用（高圧ガス保安法適用高圧ガス保安法適用高圧ガス保安法適用高圧ガス保安法適用））））の販売を行う場合）の販売を行う場合）の販売を行う場合）の販売を行う場合）    

Ⅰ．高圧ガス販売事業届 

            ・届出が必要な場合 

①一般消費者等を除く消費者にＬＰガスを販売する事業を行う場合    

②個人事業者が氏名、住所、販売所の名称又は所在地を変更した場合 

③法人事業者が販売所の名称又は所在地を変更した場合 

    ※②、③については、事業の廃止届及び新規販売事業届を同時に行う。 

            ・届出の時期・・・事業開始の日の２０日前まで    

Ⅱ．高圧ガス販売主任者届 

            ・届出の時期・・・選任（解任）後、遅滞なく 

Ⅲ．変更報告 

            ・届出の時期・・・法人の代表者・名称又は本社所在地を変更した場合、遅滞なく 

Ⅳ．高圧ガス販売事業廃止届 

    ・届出の時期・・・廃止後、遅滞なく 
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（３）保安機関の申請・届出（３）保安機関の申請・届出（３）保安機関の申請・届出（３）保安機関の申請・届出        

Ⅰ．保安機関の認定申請  

・申請時期…保安業務実施前 

Ⅱ．保安機関の認定更新申請 

・申請時期…認定期限の３０日前まで  

（認定期限の２か月前を目安に申請してください。） 

Ⅲ．一般消費者等の数の増加認可申請 

・申請時期…一般消費者等数の増加前  

Ⅳ．一般消費者等の数の減少の届出 

・届出時期…一般消費者等数の減少後遅滞なく  

Ⅴ．保安業務規程の認可申請 

・申請時期…認定の申請と同時期  

Ⅵ．保安業務規程の変更認可申請  

・申請時期…変更が生じる前  

Ⅶ．認定行政庁の変更の届出  

・届出が必要な場合 

県外の販売所の一般消費者等の保安業務受託等により認定行政庁が変更になった場合 

・届出の時期・・・変更後遅滞なく 

Ⅷ．保安機関の変更の届出  

・届出が必要な場合 

氏名又は名称、住所、法人の代表者の氏名、事業所の所在地を変更した場合 

 

 ・届出の時期・・・変更後遅滞なく 

 

Ⅸ．承継の届出  

・届出が必要な場合 

譲渡、相続、合併若しくは分割により、事業者の地位を承継した場合 

   ・届出の時期・・・変更後遅滞なく 

Ⅹ．廃止の届出  

   ・届出の時期・・・廃止後遅滞なく 
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（４）（４）（４）（４）特定特定特定特定液化石油ガス設備工事事業の届出液化石油ガス設備工事事業の届出液化石油ガス設備工事事業の届出液化石油ガス設備工事事業の届出        

Ⅰ．特定液化石油ガス設備工事事業開始届 

・届出が必要な場合 

県内に事業所を設置して特定液化石油ガス設備工事事業を行う場合 

（事業所ごとに届出が必要） 

   ・届出の時期・・・事業開始の日から３０日以内 

Ⅱ．特定液化石油ガス設備工事事業変更届 

・届出が必要な場合 

 以下の事項に変更が生じた場合 

①氏名又は名称及び住所並びに法人の代表者の氏名 

②事業所の名称及び所在地 

③特定液化石油ガス設備工事事業明細書の記載事項 

（液化石油ガス設備士の氏名、自記圧力計の数等） 

   ・届出の時期・・・変更後、遅滞なく 

Ⅲ．特定液化石油ガス設備工事事業廃止届 

   ・届出の時期・・・廃止後、遅滞なく 

（５）液化石油ガス設備工事届（５）液化石油ガス設備工事届（５）液化石油ガス設備工事届（５）液化石油ガス設備工事届        

・届出が必要な場合 

 以下の①～③の全てに該当する工事を行った場合 

①貯蔵能力 500kgを超える工事 

②液石法規則第８６条施設に該当する施設の工事 

③新設工事又は変更工事 

（供給管の延長 or貯蔵設備の位置の変更 or貯蔵能力の増加） 

※ただし、貯蔵能力3,000kg以上の容器供給の場合と1,000kg以上のバルク貯槽による供給の

場合は、工事着工前に貯蔵施設等設置許可申請が必要で、許可後に着工となる 

・届出の時期・・・工事後、遅滞なく 

             （事前に提出先の行政庁に内容等の確認を行いましょう。） 

（６）（６）（６）（６）事故届事故届事故届事故届    

液化石油ガス法に係る事故が発生した場合は、事故発生場所の都道府県知事に遅滞なく事故届を

提出する必要があります。 

 液化石油ガス法に係る事故とは  

液化石油ガス法が適用される消費者において以下の事故が発生した場合 

＊漏えい（微少漏えいを除く）   ＊漏えい爆発   ＊漏えい火災 

＊中毒・酸欠（一酸化炭素中毒事故等）   ＊容器の盗難・喪失 
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業務主任者等選任（解任）届書 

 

業務主任者を選任した場合、講習を受けさせなければなりません。詳しくはＰ．５を参照ください。 

記入例記入例記入例記入例    

解任の理由を記載解任の理由を記載解任の理由を記載解任の理由を記載    例）人事異動のため、高齢で業務に従事しないため例）人事異動のため、高齢で業務に従事しないため例）人事異動のため、高齢で業務に従事しないため例）人事異動のため、高齢で業務に従事しないため    等等等等    

届出届出届出届出日（郵送の場合は日（郵送の場合は日（郵送の場合は日（郵送の場合は投函日）を記入投函日）を記入投函日）を記入投函日）を記入 

選任・解任の年月日を記載選任・解任の年月日を記載選任・解任の年月日を記載選任・解任の年月日を記載    代理者代理者代理者代理者を交代（を交代（を交代（を交代（選任・解任選任・解任選任・解任選任・解任）する）する）する）する場合、場合、場合、場合、ここに記載ここに記載ここに記載ここに記載    ((((この記載例では代理者の交代なしこの記載例では代理者の交代なしこの記載例では代理者の交代なしこの記載例では代理者の交代なし))))    
業務主任者を交代（選任・解業務主任者を交代（選任・解業務主任者を交代（選任・解業務主任者を交代（選任・解任）する場合、ここに記載任）する場合、ここに記載任）する場合、ここに記載任）する場合、ここに記載    業務主任者は実務経験６か月以上、業務主任者は実務経験６か月以上、業務主任者は実務経験６か月以上、業務主任者は実務経験６か月以上、    代理者は実務経験６か月＋１８歳以上代理者は実務経験６か月＋１８歳以上代理者は実務経験６か月＋１８歳以上代理者は実務経験６か月＋１８歳以上    

法人の場合は代表取締役印、法人の場合は代表取締役印、法人の場合は代表取締役印、法人の場合は代表取締役印、    個人の場合は実印又は認印個人の場合は実印又は認印個人の場合は実印又は認印個人の場合は実印又は認印 
販売所の名称、所在地、一般消費者等販売所の名称、所在地、一般消費者等販売所の名称、所在地、一般消費者等販売所の名称、所在地、一般消費者等の数を記載の数を記載の数を記載の数を記載    

○○○○その他その他その他その他添付書類添付書類添付書類添付書類（写し）（写し）（写し）（写し）    ・業務主任者・業務主任者・業務主任者・業務主任者    …………    第二種販売主任責任者第二種販売主任責任者第二種販売主任責任者第二種販売主任責任者免状免状免状免状        ・代理者・代理者・代理者・代理者    ………………………………    第二種販売主任責任者免状第二種販売主任責任者免状第二種販売主任責任者免状第二種販売主任責任者免状    又は講習修了証又は講習修了証又は講習修了証又は講習修了証    
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第６章 立入検査で指摘が多い項目の解説       

１．不適切な質量販売 

○適切な販売方法をとること 

質量販売の条件（８ｋｇ以下又はカップリング付の１０ｋｇ以下容器のみ）は分かってい

るが、昔からの近所付き合い等があり、消費者の了承が得られないという場合も、質

量販売は事故発生数の多い販売方法であること、不適切な質量販売は法律違反で

あること、メーター販売の安全面やメリット等を説明し適正に販売しましょう。 

また、消費者の了承を得て改善が完了するまで、交渉の記録（日時、内容）を必ず 

残してください。 

 

２．従量料金やリース料金の開示 

○標準的な料金メニューを公表すること 

自社のホームページがある場合はホームページに、それ以外の者は店頭の見えや

すい場所に掲示する等の方法により行う必要があります。 

○請求価格の算定方法を請求書等に毎回明記すること 

基本料金、従量料金、リース料金、設備等設置費

用等を請求書等に毎回明記する。（毎回の請求時

に請求価格の内訳が分かるようにしなければなり

ません。） 

①請求書の様式（システム等）を変更する方法 

②手書きで内訳を記載する方法 

③料金表のコピーを毎回請求書に添付する方法  

等が挙げられます。 

 

 

一般社団法人奈良県ＬＰガス協会の仕様には料金算定方法記載欄があります。 
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３．定期供給設備点検・消費設備調査の改善記録 

○改善記録や交渉記録を必ず残すこと 

他事業者（一般社団法人奈良県 LPガス協会等）に委託していることが多い上記点

検・調査について、改善記録や交渉記録を適切に残していない販売事業者が多い

です。 

→供給設備は販売事業者の責任、消費設備は消費者の了承のもとに改善し、その

改善記録（日時、内容等） 、改善が完了するまでは交渉記録（日時、内容等）を必

ず残してください。 

・改善記録・・・設備を改善した記録 

・交渉記録・・・設備を改善するまでの記録 

※点検記録に直接書き込む、別途ノートを用意する、パソコンで管理する等方法は

問いません。 

 

４．緊急時対応・緊急時連絡に該当する事案 

○緊急時対応…緊急時の連絡を受け、保安機関が現場に出動し、災害の発生するお

それ又は災害の発生に対し、災害防止又は災害の拡大防止のため

の措置を行うもの 

（例）ガス漏れや一酸化炭素中毒事故への対応 

（例）放置すると漏えい・一酸化炭素中毒事故等の可能性が高い事象への対応 

○緊急時連絡…緊急時の連絡を受け、保安機関が現場に出動することなく、一般消

費者等への適切な指示・助言を行うことで対応するもの 

   （例）メーター遮断されたが電話により復旧の指示をした 

個別に例を挙げ「緊急時対応・緊急時連絡」にあたるかという質問がありますが、該当

の項目について、消費者から連絡があった場合は基本的に全て緊急時対応・緊急時

連絡としましょう。 

例えば消費者から「ガスが止まった」と連絡があり、結果的に使い過ぎによるメーター遮

断であったとしても、消費者にとって緊急時に連絡したことに変わりはなく、また、連絡

を受けた時には原因は分からず、そこには大事故のもとが隠れているかもしれません。 

どんな内容であっても、消費者からの連絡を記録に残すことは、保安上有意義です。 
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